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葛飾区情報公開条例改正案修正版 
第５回 資料２－１ 第６回修正案 備考 

○葛飾区情報公開条例 ○葛飾区情報公開条例 ⑤（＝第５回準備委員会での質問等。以下同じ。）：

「情報」と「公文書等」の使い分けは？ 
→「公文書等」は、２条規定のとおり。「情報」は、

一般的な言葉の意味。 
平成４年６月２６日 平成４年６月２６日  

条例第３０号 条例第３０号  
改正 平成 ７年 ３月１０日条例第 １号 改正 平成 ７年 ３月１０日条例第 １号  

平成１３年 ３月３０日条例第１２号 平成１３年 ３月３０日条例第１２号  
平成１４年１２月１３日条例第５３号 平成１４年１２月１３日条例第５３号  

平成１６年 ３月２９日条例第 ６号 平成１６年 ３月２９日条例第 ６号  
平成１９年 ６月２８日条例第２５号 平成１９年 ６月２８日条例第２５号  

平成２０年１２月１５日条例第３８号 平成２０年１２月１５日条例第３８号  
平成２６年１０月１７日条例第２７号 平成２６年１０月１７日条例第２７号  

平成２８年３月２８日条例第６号 平成２８年３月２８日条例第６号  
平成３０年１２月１７日条例第４２号 平成３０年１２月１７日条例第４２号  

令和５年２月２８日条例第４号 令和５年２月２８日条例第４号  
目次 目次  

第１章 総則（第１条―第５条） 第１章 総則（第１条―第５条）  
第２章 公文書の公開（第６条―第１４条の３） 第２章 公文書の公開（第６条―第１４条の３）  
第３章 特定歴史的公文書の公開（第１５条―第１５条

の４） 
第３章 特定歴史的公文書の公開（第１５条―第１５条の

４） 
 

第４章 雑則（第１６条―第２０条） 第４章 雑則（第１６条―第２０条）  
第１章 総則 第１章 総則  

（目的） （目的）  
第１条 この条例は、区民の知る権利を保障し、区政に関

する公文書等の公開を求める区民の権利を明らかにする

ことにより、区民の区政への参加の促進及び区政への信

頼の確保を図るとともに、区が区政の諸活動について区

民に説明する責務を全うし、もって公正で開かれた区政

を推進することを目的とする。 

第１条 この条例は、区民の知る権利を保障し、区政に関す

る公文書等の公開を求める区民の権利を明らかにすること

により、区民の区政への参加の促進及び区政への信頼の確

保を図るとともに、区が区政の諸活動について区民に説明

する責務を全うし、もって公正で開かれた区政を推進する

ことを目的とする。 

 

（平１３条例１２・一部改正） （平１３条例１２・一部改正）  

資料２ 
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（用語の定義） （用語の定義） ⑤：「歴史的公文書」については定義しなくてよいか。 
→条文に出てこないため、不要。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義

は、当該各号に定めるところによる。 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義

は、当該各号に定めるところによる。 
 

(１) 実施機関 葛飾区長（以下「区長」という。）、

葛飾区教育委員会、葛飾区選挙管理委員会、葛飾区監

査委員、葛飾区農業委員会及び葛飾区議会（以下「議

会」という。）をいう。 

(１) 実施機関 葛飾区長（以下「区長」という。）、葛

飾区教育委員会、葛飾区選挙管理委員会、葛飾区監査委

員、葛飾区農業委員会及び葛飾区議会（以下「議会」と

いう。）をいう。 

 

(２) 公文書 葛飾区公文書等管理条例（令和〇年葛飾

区条例第〇号。以下「公文書等管理条例」という。）

第２条第２号に規定する公文書をいう。 

(２) 公文書 葛飾区公文書等管理条例（令和〇年葛飾区

条例第〇号。以下「公文書等管理条例」という。）第２

条第２号に規定する公文書をいう。 

 

(３) 特定歴史的公文書 公文書等管理条例第２条第４

号に規定する特定歴史的公文書をいう。 
(３) 特定歴史的公文書 公文書等管理条例第２条第４号

に規定する特定歴史的公文書をいう。 
 

(４) 公文書等 公文書等管理条例第２条第５号に規定

する公文書等をいう。 
(４) 公文書等 公文書等管理条例第２条第５号に規定す

る公文書等をいう。 
 

   
（平１３条例１２・平２８条例６・平３０条例４

２・一部改正） 
（平１３条例１２・平２８条例６・平３０条例４

２・一部改正） 
 

（実施機関の責務） （実施機関の責務）  
第３条 実施機関は、公文書等の公開を求める区民の権利

が十分尊重されるように、この条例を解釈し、運用しな

ければならない。この場合において、個人に関する情報

がみだりに公開されることのないように、最大限の配慮

をしなければならない。 

第３条 実施機関は、公文書等の公開を求める区民の権利が

十分尊重されるように、この条例を解釈し、運用しなけれ

ばならない。この場合において、個人に関する情報がみだ

りに公開されることのないように、最大限の配慮をしなけ

ればならない。 

 

（利用者の責務） （適正使用）  
第４条 この条例の規定により公文書等の公開を受けたも

のは、当該情報を、この条例の目的に即して適正に使用

しなければならない。 

第４条 この条例の規定により公文書等の公開を受けたもの

は、当該公文書等を、この条例の目的に即して適正に使用

しなければならない。 

⑤：「当該情報」は「当該公文書等」としなくてもわかる

か。 
→意味として、「当該公文書等」が適当なので、修正 
 
⑤：この条には公開／利用／使用の文言が入っているが、ど

のように使い分けるか。 
→資料１の１条「修正の考え方」のとおり。 
 
⑤：法的な義務とは違うため「しなければならない」よりも
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「するものとする」の方がいいのでは。「責務」とするの

もふさわしくないのではないか。 
→責務規定は、「法令の目的を達成するために」地方公共団

体や住民などに「一定の責務があることを強調したい場合

に規定されることが多い。」（石毛正純、法制執務詳解 

新版Ⅱ、令和２年、103ページ）。本区の他条例につい

て、罰則などのない責務規定はある。  
 本条の意味は下記手引きのとおり。そのため、請求者の責

任を強調するものであるから、「責務」としても誤りでは

ないと考える。しかし、「適正使用」としている自治体も

あるため、そのように修正する。 
 
●本区の情報公開の手引きでは、本条について次のとおり。 
第１ 趣旨 
  本条は、情報の公開を受けたものの責務を定めたもので

ある。 
 
第２ 説明 
  情報の公開を受けたものに対して、区政への参加の促進

と開かれた区政を推進するというこの条例の目的を踏ま

え、情報公開制度を適正に使用することを求めるものであ

る。 
 
第３ 運用 
１ 適正使用の啓発 
実施機関は、この制度の健全な発展のためにも、情報の不適

正使用の未然防止に努めるとともに、情報の適正使用の啓

発に努めるものとする。 
２ 適正請求及び適正使用の要請 
（１）実施機関は、不適正な請求をしようとするものがある

場合は、その者に対して、適正な請求をするよう要請する

ものとする。 
（２）実施機関は、情報の公開によって得た情報を用いて、

区民生活及び企業活動を不当に侵害するなど、第三者の権
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利を侵害するおそれがあると認められる場合には、その情

報を使用する者に中止を要請するものとする。 
（３）著しく不適正な請求及び使用については、権利濫用の

一般法理により対処する。 
（公文書等の公開を請求できるもの） （公文書等の公開を請求できるもの）  

第５条 何人も、実施機関に対し、公文書等の公開を請求

することができる。 
第５条 何人も、実施機関に対し、公文書等の公開を請求す

ることができる。 
 

第２章 公文書の公開 第２章 公文書の公開  
（公開請求の方法） （公開請求の方法）  

第６条 前条の規定による公文書の公開の請求（以下この

章において「公開請求」という。）をしようとするもの

は、次に掲げる事項を記載した請求書を実施機関（議会

においては、葛飾区議会議長とする。次項、次条、第７

条の２第２項、第７条の３、第７条の４、第８条第１

項、第９条（第３号及び第４号を除く。）、第１０条か

ら第１０条の３まで及び第１３条（第２項を除く。）に

おいて同じ。）に提出しなければならない。 

第６条 前条の規定による公文書の公開の請求（以下この章

において「公開請求」という。）をしようとするものは、

次に掲げる事項を記載した請求書を実施機関（議会におい

ては、葛飾区議会議長とする。次項、次条、第７条の２第

２項、第７条の３、第７条の４、第８条第１項、第９条

（第３号及び第４号を除く。）、第１０条から第１０条の

３まで及び第１３条（第２項を除く。）において同じ。）

に提出しなければならない。 

 

(１) 氏名又は名称及び住所又は事務所若しくは事業所

の所在地並びに法人その他の団体にあっては代表者の

氏名 

(１) 氏名又は名称及び住所又は事務所若しくは事業所の

所在地並びに法人その他の団体にあっては代表者の氏名 
 

(２) 公文書を特定するために必要な事項 (２) 公文書を特定するために必要な事項  
(３) 前２号に掲げるもののほか、実施機関が定める事

項 
(３) 前２号に掲げるもののほか、実施機関が定める事項  

２ 実施機関は、前項の請求書に形式上の不備があると認

めるときは、公開請求をしたもの（以下この章において

「請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、そ

の補正を求めることができる。この場合において、実施

機関は、請求者に対し、補正の参考となる情報を提供す

るよう努めなければならない。 

２ 実施機関は、前項の請求書に形式上の不備があると認め

るときは、公開請求をしたもの（以下この章において「請

求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正

を求めることができる。この場合において、実施機関は、

請求者に対し、補正の参考となる情報を提供するよう努め

なければならない。 

 

（平１３条例１２・平２８条例６・令５条例４・

一部改正） 
（平１３条例１２・平２８条例６・令５条例４・一

部改正） 
 

（公開請求に対する決定等） （公開請求に対する決定等）  
第７条 実施機関は、公開請求に係る公文書の全部又は一

部を公開するときは、その旨の決定（以下この章におい

第７条 実施機関は、公開請求に係る公文書の全部又は一部

を公開するときは、その旨の決定（以下この章において
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て「公開決定」という。）をし、請求者に対し、その旨

を速やかに書面により通知しなければならない。 
「公開決定」という。）をし、請求者に対し、その旨を速

やかに書面により通知しなければならない。 
２ 実施機関は、公開請求に係る公文書の全部を公開しな

いとき（第１０条の３の規定により公開請求を拒否する

とき及び公開請求に係る情報を保有していないときを含

む。）は、公開しない旨の決定をし、請求者に対し、そ

の旨を速やかに書面により通知しなければならない。 

２ 実施機関は、公開請求に係る公文書の全部を公開しない

とき（第１０条の３の規定により公開請求を拒否するとき

及び公開請求に係る公文書を保有していないときを含

む。）は、公開しない旨の決定をし、請求者に対し、その

旨を速やかに書面により通知しなければならない。 

⑤：「公開請求に係る情報を保有していないとき」の「情

報」は「公文書」でなくてよいか。 
→「公文書」とする。 

３ 実施機関は、前２項の規定により公開請求に係る公文

書の全部又は一部を公開しない旨の決定をする場合にお

いて、当該決定に係る公文書が、期間の経過により公開

しないことができる公文書に該当しなくなることが明ら

かであるときは、その時期を請求者に通知するものとす

る。 

３ 実施機関は、前２項の規定により公開請求に係る公文書

の全部又は一部を公開しない旨の決定をする場合におい

て、当該決定に係る公文書が、期間の経過により公開しな

いことができる公文書に該当しなくなることが明らかであ

るときは、その時期を請求者に通知するものとする。 

 

（令５条例４・全改） （令５条例４・全改）  
（公開決定等の期限） （公開決定等の期限）  

第７条の２ 前条第１項又は第２項の決定（以下この章に

おいて「公開決定等」という。）は、公開請求があった

日から１４日以内にしなければならない。ただし、第６

条第２項の規定により補正を求めた場合にあっては、当

該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

第７条の２ 前条第１項又は第２項の決定（以下この章にお

いて「公開決定等」という。）は、公開請求があった日か

ら１４日以内にしなければならない。ただし、第６条第２

項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に

要した日数は、当該期間に算入しない。 

 

２ 実施機関は、やむを得ない理由により前項に規定する

期間内に公開決定等をすることができないときは、公開

請求があった日から６０日を限度として、その期間を延

長することができる。この場合において、実施機関は、

延長する期間及び延長する理由を書面により請求者に通

知しなければならない。 

２ 実施機関は、やむを得ない理由により前項に規定する期

間内に公開決定等をすることができないときは、公開請求

があった日から６０日を限度として、その期間を延長する

ことができる。この場合において、実施機関は、延長する

期間及び延長する理由を書面により請求者に通知しなけれ

ばならない。 

 

（令５条例４・追加） （令５条例４・追加）  
（公開決定等の期限の特例） （公開決定等の期限の特例）  

第７条の３ 公開請求に係る公文書が著しく大量であるた

め、公開請求があった日から６０日以内にその全てにつ

いて公開決定等をすることにより事務の遂行に著しい支

障が生ずるおそれがある場合は、前条の規定にかかわら

ず、実施機関は、公開請求に係る公文書のうちの相当の

部分につき当該期間内に公開決定等をし、残りの公文書

第７条の３ 公開請求に係る公文書が著しく大量であるた

め、公開請求があった日から６０日以内にその全てについ

て公開決定等をすることにより事務の遂行に著しい支障が

生ずるおそれがある場合は、前条の規定にかかわらず、実

施機関は、公開請求に係る公文書のうちの相当の部分につ

き当該期間内に公開決定等をし、残りの公文書については
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については相当の期間内に公開決定等をすれば足りる。

この場合において、実施機関は、同条第１項に規定する

期間内に請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通

知しなければならない。 

相当の期間内に公開決定等をすれば足りる。この場合にお

いて、実施機関は、同条第１項に規定する期間内に請求者

に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければなら

ない。 
(１) 本条を適用する旨及びその理由 (１) 本条を適用する旨及びその理由  
(２) 残りの公文書について公開決定等をする期限 (２) 残りの公文書について公開決定等をする期限  

（平１３条例１２・追加、平２６条例２７・一部

改正、令５条例４・旧第７条の２繰下・一部改

正） 

（平１３条例１２・追加、平２６条例２７・一部改

正、令５条例４・旧第７条の２繰下・一部改正） 
 

（第三者に対する意見提出の機会の付与等） （第三者に対する意見提出の機会の付与等）  
第７条の４ 公開請求に係る公文書に区及び請求者以外の

者（以下「第三者」という。）に関する情報が含まれて

いるときは、実施機関は、公開決定等をするに当たっ

て、当該情報に係る第三者に対し、公開請求に係る公文

書の表示その他実施機関が別に定める事項を通知して、

意見書を提出する機会を与えることができる。 

第７条の４ 公開請求に係る公文書に区及び請求者以外の者

（以下「第三者」という。）に関する情報が含まれている

ときは、実施機関は、公開決定等をするに当たって、当該

情報に係る第三者に対し、公開請求に係る公文書の表示そ

の他実施機関が別に定める事項を通知して、意見書を提出

する機会を与えることができる。 

 

２ 実施機関は、次の各号のいずれかに該当するときは、

公開決定に先立ち、当該第三者に対し、公開請求に係る

公文書の表示その他実施機関が別に定める事項を書面に

より通知して、意見書を提出する機会を与えなければな

らない。ただし、当該第三者の所在が判明しない場合

は、この限りでない。 

２ 実施機関は、次の各号のいずれかに該当するときは、公

開決定に先立ち、当該第三者に対し、公開請求に係る公文

書の表示その他実施機関が別に定める事項を書面により通

知して、意見書を提出する機会を与えなければならない。

ただし、当該第三者の所在が判明しない場合は、この限り

でない。 

 

(１) 第三者に関する情報を公開しようとする場合であ

って、当該情報が第９条第２号イ又は同条第３号ただ

し書に規定する情報に該当すると認められるとき。 

(１) 第三者に関する情報を公開しようとする場合であっ

て、当該情報が第９条第２号イ又は同条第３号ただし書

に規定する情報に該当すると認められるとき。 

 

(２) 第三者に関する情報を第１０条の２の規定により

公開しようとするとき。 
(２) 第三者に関する情報を第１０条の２の規定により公

開しようとするとき。 
 

３ 実施機関は、前２項の規定により意見書の提出の機会

を与えられた第三者が当該公文書の公開に反対の意思を

表示した意見書を提出した場合において、公開決定をす

るときは、公開決定の日と公文書の公開を実施する日と

の間に少なくとも２週間を置かなければならない。この

場合において、実施機関は、公開決定後直ちに、当該意

見書（第１３条において「反対意見書」という。）を提

３ 実施機関は、前２項の規定により意見書の提出の機会を

与えられた第三者が当該公文書の公開に反対の意思を表示

した意見書を提出した場合において、公開決定をするとき

は、公開決定の日と公文書の公開を実施する日との間に少

なくとも２週間を置かなければならない。この場合におい

て、実施機関は、公開決定後直ちに、当該意見書（第１３

条において「反対意見書」という。）を提出した第三者に
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出した第三者に対し、公開決定をした旨及びその理由並

びに公文書の公開を実施する日を書面により通知しなけ

ればならない。 

対し、公開決定をした旨及びその理由並びに公文書の公開

を実施する日を書面により通知しなければならない。 

（令５条例４・追加） （令５条例４・追加）  
（公文書の公開の方法） （公文書の公開の方法）  

第８条 公文書の公開は、実施機関が第７条第１項に規定

する通知書により指定する日時及び場所において、公文

書を閲覧若しくは視聴に供し、又はその写し（フィルム

及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方式で作られた記

録をいう。以下同じ。）（区長が指定するものを除

く。）の写しを除く。）を交付する方法により行う。 

第８条 公文書の公開は、実施機関が第７条第１項に規定す

る通知書により指定する日時及び場所において、公文書を

閲覧若しくは視聴に供し、又はその写し（フィルム及び電

磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっ

ては認識することができない方式で作られた記録をいう。

以下同じ。）（区長が指定するものを除く。）の写しを除

く。）を交付する方法により行う。 

⑤：かっこが３つありわかりづらい。 
→手引きでわかりやすいようにする。 

２ 公文書の公開は、公開請求に係る公文書を直接公開す

ることにより当該公文書を汚損し、又は破損するおそれ

があると認められるときその他相当の理由があるとき

は、当該公文書の写しにより行うことができる。 

２ 公文書の公開は、公開請求に係る公文書を直接公開する

ことにより当該公文書を汚損し、又は破損するおそれがあ

ると認められるときその他相当の理由があるときは、当該

公文書の写しにより行うことができる。 

 

   
（平１３条例１２・令５条例４・一部改正） （平１３条例１２・令５条例４・一部改正）  

（公開しないことができる情報） （公文書の公開義務）  
第９条 実施機関は、公開請求に係る公文書に次の各号の

いずれかに該当する情報（以下「非公開情報」とい

う。）が含まれているときは、当該公文書を公開しない

ことができる。 

第９条 実施機関は、公開請求があったときは、開示請求に

係る公文書に次の各号に掲げる情報（以下「非公開情報」

という。）のいずれかが記録されている場合を除き、請求

者に対し、当該公文書を公開しなければならない。 

第10条で「公開しなければならない」としているのに、９条

で「公開しないことができる」という実施機関側に裁量が

あるかのような規定ぶりになっていることについて、整合

性がないため、９条も「公開しなければならない」とし

た。区に原則公開義務があることについては、現行と変わ

らない。 
(１) 法令の規定により公開することができないとされ

ている情報 
(１) 法令の規定により公開することができないとされて

いる情報 
 

(２) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に

関する情報を除く。）で特定の個人が識別され得るも

の（他の情報と照合することにより、特定の個人を識

別することができることとなるものを含む。）又は特

定の個人を識別することはできないが、公開すること

により、なお個人の権利利益を害するおそれのあるも

の。ただし、次に掲げる情報を除く。 

(２) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関

する情報を除く。）で特定の個人が識別され得るもの

（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別す

ることができることとなるものを含む。）又は特定の個

人を識別することはできないが、公開することにより、

なお個人の権利利益を害するおそれのあるもの。ただ

し、次に掲げる情報を除く。 
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ア 法令の規定により又は慣行として公開され、又は

公開することが予定されている情報 
ア 法令の規定により又は慣行として公開され、又は公

開することが予定されている情報 
 

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、

公開することが必要であると認められる情報 
イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公

開することが必要であると認められる情報 
 

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和２２年

法律第１２０号）第２条第１項に規定する国家公務

員（独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３

号）第２条第４項に規定する行政執行法人の役員及

び職員を除く。）、独立行政法人等（独立行政法人

等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年

法律第１４０号）第２条第１項に規定する独立行政

法人等をいう。以下同じ。）の役員及び職員、地方

公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２条に規

定する地方公務員並びに地方独立行政法人（地方独

立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条

第１項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同

じ。）の役員及び職員をいう。）である場合におい

て、当該情報がその職務の遂行に係る情報であると

きは、当該情報のうち、当該公務員等の職、氏名及

び当該職務遂行の内容に係る部分 

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和２２年法

律第１２０号）第２条第１項に規定する国家公務員

（独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）

第２条第４項に規定する行政執行法人の役員及び職員

を除く。）、独立行政法人等（独立行政法人等の保有

する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４

０号）第２条第１項に規定する独立行政法人等をい

う。以下同じ。）の役員及び職員、地方公務員法（昭

和２５年法律第２６１号）第２条に規定する地方公務

員並びに地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平

成１５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する地

方独立行政法人をいう。以下同じ。）の役員及び職員

をいう。）である場合において、当該情報がその職務

の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当

該公務員等の職、氏名及び当該職務遂行の内容に係る

部分 

 

(３) 法人（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地

方独立行政法人を除く。）その他の団体（以下「法人

等」という。）に関する情報又は事業を営む個人の当

該事業に関する情報で、次に掲げるもの。ただし、人

の生命、身体、健康、生活又は財産を保護するため、

公開することが必要であると認められる情報を除く。 

(３) 法人（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方

独立行政法人を除く。）その他の団体（以下「法人等」

という。）に関する情報又は事業を営む個人の当該事業

に関する情報で、次に掲げるもの。ただし、人の生命、

身体、健康、生活又は財産を保護するため、公開するこ

とが必要であると認められる情報を除く。 

 

ア 公開することにより当該法人等又は当該事業を営

む個人に明らかに不利益を与えると認められる情報 
ア 公開することにより当該法人等又は当該事業を営む

個人に明らかに不利益を与えると認められる情報 
 

イ 実施機関の要請を受けて、公開しないとの条件で

任意に提供されたもので、法人等又は事業を営む個

人における通例として公開しないこととされている

ものその他の当該条件を付することが当該情報の性

質、当時の状況等に照らして合理的であると認めら

れるもの 

イ 実施機関の要請を受けて、公開しないとの条件で任

意に提供されたもので、法人等又は事業を営む個人に

おける通例として公開しないこととされているものそ

の他の当該条件を付することが当該情報の性質、当時

の状況等に照らして合理的であると認められるもの 
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(４) 区政執行に関する情報で次に掲げるもの (４) 区政執行に関する情報で次に掲げるもの  
ア 監査、検査、取締り、徴税等の計画及び実施要

領、職員の選考、勤務評定及び人事記録、契約の予

定価格、用地買収計画、争訟、交渉の方針その他の

事務事業に関する情報で、公開することにより当該

事務事業又は同種の事務事業の目的が達成できなく

なり、又は公正かつ適切な執行に支障が生ずるおそ

れのあるもの 

ア 監査、検査、取締り、徴税等の計画及び実施要領、

職員の選考、勤務評定及び人事記録、契約の予定価

格、用地買収計画、争訟、交渉の方針その他の事務事

業に関する情報で、公開することにより当該事務事業

又は同種の事務事業の目的が達成できなくなり、又は

公正かつ適切な執行に支障が生ずるおそれのあるもの 

 

イ 区と国、独立行政法人等、他の地方公共団体、地

方独立行政法人又は公共的団体（以下「国等」とい

う。）との間における協議、依頼、指示等により作

成し、又は取得した情報で、公開することにより国

等との協力関係又は信頼関係を損なうおそれのある

もの 

イ 区と国、独立行政法人等、他の地方公共団体、地方

独立行政法人又は公共的団体（以下「国等」とい

う。）との間における協議、依頼、指示等により作成

し、又は取得した情報で、公開することにより国等と

の協力関係又は信頼関係を損なうおそれのあるもの 

 

ウ 区の内部又は区と国等との間における審議、協

議、検討、調査等（以下「審議等」という。）の意

思形成過程における情報で、公開することにより公

正かつ適切な審議等を妨げるおそれのあるもの 

ウ 区の内部又は区と国等との間における審議、協議、

検討、調査等（以下「審議等」という。）の意思形成

過程における情報で、公開することにより公正かつ適

切な審議等を妨げるおそれのあるもの 

 

エ 実施機関（区長を除く。）、区の執行機関の附属

機関及びこれらに類するもの（以下「合議制機関

等」という。）の会議に係る審議資料、議決事項、

会議録その他の情報で、当該合議制機関等の議事運

営規程、議決又は決定によりその全部又は一部につ

いて公開しない旨を定めているもの及び公開するこ

とにより当該合議制機関等の公正かつ円滑な議事運

営が損なわれるおそれのあるもの 

エ 実施機関（区長を除く。）、区の執行機関の附属機

関及びこれらに類するもの（以下「合議制機関等」と

いう。）の会議に係る審議資料、議決事項、会議録そ

の他の情報で、当該合議制機関等の議事運営規程、議

決又は決定によりその全部又は一部について公開しな

い旨を定めているもの及び公開することにより当該合

議制機関等の公正かつ円滑な議事運営が損なわれるお

それのあるもの 

 

オ 公開することにより人の生命、身体、財産又は社

会的な地位の保護、犯罪の予防その他公共の安全と

秩序の維持に支障が生ずるおそれのあるもの 

オ 公開することにより人の生命、身体、財産又は社会

的な地位の保護、犯罪の予防その他公共の安全と秩序

の維持に支障が生ずるおそれのあるもの 

 

（平１３条例１２・平１４条例５３・平１６条例

６・平１９条例２５・平２６条例２７・令５条例

４・一部改正） 

（平１３条例１２・平１４条例５３・平１６条例

６・平１９条例２５・平２６条例２７・令５条例

４・一部改正） 

 

（一部公開） （一部公開）  
第１０条 前条の場合において、実施機関は、非公開情報 第１０条 前条の場合において、実施機関は、非公開情報と ⑤：この規定のみ、末尾が「しなければならない」になって
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とそれ以外の情報とを、当該請求の趣旨を損なわない程

度に、かつ、容易に分離できるときは、非公開情報に係

る部分を除いて公開しなければならない。 

それ以外の情報とを、当該請求の趣旨を損なわない程度

に、かつ、容易に分離できるときは、非公開情報に係る部

分を除いて公開しなければならない。 

いる。違和感ある。また、15条の２も。 
→本条例９条に相当する条が法や条例だと「しなければなら

ない」になっている。 
整合性をとるために、９条を改正する。非公開情報に当たら

ない場合は公開は義務であるため、９条の末尾を修正して

も問題ない。 
●９条について、手引きでは次のとおり。 
第２ 説明 
１ 条例は、区民の知る権利を保障し、区政の諸活動を区民

に説明する責務を全うすることを目的とする（第１条）も

のであることから、区政に関する情報は原則公開の考え方

に立っている。しかし、他方、個人、法人等の権利利益

や、公正かつ適切な区政の執行等公共の利益を保護する必

要があり、情報の公開に当たっては、公開することの利益

と公開しないことの利益を適切に比較衡量する必要があ

る。 
そこで、条例は、公開しないことにつき正当な理由がある情

報を非公開情報として限定列挙し、かつ、非公開情報該当

性を判断するに当たり、実施機関の裁量を限定するため

に、その範囲をできる限り明確かつ合理的に定めることと

した。 
２ 本条は、非公開情報に該当するときに「公開しないこと

ができる」とするのみで、実施機関がどのような措置をす

べきかについて、直接規定するところではない。しかし、

１で述べたように、本条は、公開することによる利益と公

開しないことによる利益の適切な調和の上に成り立ってお

り、非公開情報に該当する場合に公開することは、この調

和を破ることであり、本条の趣旨に反する。また、第１０

条の２の規定により実施機関が「公益上特に必要があると

認めるとき」は公開することができるとすることの反対解

釈からも、「公益上特に必要があると認めるとき」以外

は、公開すべきではない。 
２ 公開請求に係る公文書に前条第２号の情報（特定の個

人を識別することができるものに限る。）が記録されて

２ 公開請求に係る公文書に前条第２号の情報（特定の個人

を識別することができるものに限る。）が記録されている

。 
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いる場合において、当該情報のうち、氏名、生年月日そ

の他の特定の個人を識別することとなる記述等の部分を

除くことにより、公にしても、個人の権利利益が害され

るおそれがないと認められるときは、当該部分を除いた

部分は、同号の情報に含まれないものとみなして、前項

の規定を適用する。 

場合において、当該情報のうち、氏名、生年月日その他の

特定の個人を識別することとなる記述等の部分を除くこと

により、公にしても、個人の権利利益が害されるおそれが

ないと認められるときは、当該部分を除いた部分は、同号

の情報に含まれないものとみなして、前項の規定を適用す

る。 
（平１３条例１２・一部改正） （平１３条例１２・一部改正）  

（公益上の理由による裁量的公開） （公益上の理由による裁量的公開）  
第１０条の２ 実施機関は、公開請求に係る公文書に非公

開情報（第９条第１号に該当する情報を除く。）が含ま

れている場合であっても、公益上特に必要があると認め

たときは、請求者に対し当該公文書を公開することがで

きる。 

第１０条の２ 実施機関は、公開請求に係る公文書に非公開

情報（第９条第１号に該当する情報を除く。）が含まれて

いる場合であっても、公益上特に必要があると認めたとき

は、請求者に対し当該公文書を公開することができる。 

 

（平１３条例１２・追加、令５条例４・一部改

正） 
（平１３条例１２・追加、令５条例４・一部改正）  

（公文書の存否に関する情報） （公文書の存否に関する情報）  
第１０条の３ 公開請求に対し、当該公開請求に係る公文

書が存在しているか否かを答えるだけで、非公開情報を

公開することとなるときは、実施機関は、当該公文書の

存否を明らかにしないで、当該公開請求を拒否すること

ができる。 

第１０条の３ 公開請求に対し、当該公開請求に係る公文書

が存在しているか否かを答えるだけで、非公開情報を公開

することとなるときは、実施機関は、当該公文書の存否を

明らかにしないで、当該公開請求を拒否することができ

る。 

 

（平１３条例１２・追加、令５条例４・一部改

正） 
（平１３条例１２・追加、令５条例４・一部改正）  

（費用負担） （費用負担）  
第１１条 この条例の規定による公文書の閲覧又は視聴に

要する費用は、無料とする。 
第１１条 この条例の規定による公文書の閲覧又は視聴に要

する費用は、無料とする。 
 

２ この条例の規定による公文書の写しの作成及び送付に

要する費用は、請求者の負担とする。 
２ この条例の規定による公文書の写しの作成及び送付に要

する費用は、請求者の負担とする。 
 

３ 前項に規定する費用の額は、区長が別に定める。 ３ 前項に規定する費用の額は、区長が別に定める。  
（審理員による審理手続に関する規定の適用除外） （審理員による審理手続に関する規定の適用除外）  
第１２条 公開決定等又は公開請求に係る不作為に係る審

査請求については、行政不服審査法（平成２６年法律第

６８号）第９条第１項本文の規定は、適用しない。 

第１２条 公開決定等又は公開請求に係る不作為に係る審査

請求については、行政不服審査法（平成２６年法律第６８

号）第９条第１項本文の規定は、適用しない。 

 

（令５条例４・全改） （令５条例４・全改）  
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（葛飾区行政不服審査会への諮問等） （葛飾区行政不服審査会への諮問等）  
第１３条 公開決定等又は公開請求に係る不作為について

審査請求があったときは、当該審査請求に対する裁決を

すべき実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合

を除き、葛飾区行政不服審査会条例（令和５年葛飾区条

例第１号）第１条に規定する葛飾区行政不服審査会に諮

問しなければならない。 

第１３条 公開決定等又は公開請求に係る不作為について審

査請求があったときは、当該審査請求に対する裁決をすべ

き実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合を除

き、葛飾区行政不服審査会条例（令和５年葛飾区条例第１

号）第１条に規定する葛飾区行政不服審査会に諮問しなけ

ればならない。 

 

(１) 審査請求が不適法であり、却下する場合 (１) 審査請求が不適法であり、却下する場合  
(２) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に

係る公文書の全部を公開することとする場合（当該公文

書の公開について反対意見書が提出されている場合を除

く。） 

(２) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係

る公文書の全部を公開することとする場合（当該公文書の

公開について反対意見書が提出されている場合を除く。） 

 

２ 前項の規定による諮問は、行政不服審査法第９条第３

項の規定により読み替えて適用する同法第２９条第２項

の弁明書の写しを添えて行わなければならない。 

２ 前項の規定による諮問は、行政不服審査法第９条第３項

の規定により読み替えて適用する同法第２９条第２項の弁

明書の写しを添えて行わなければならない。 

 

３ 第１項の規定により諮問をした実施機関は、次に掲げ

る者に対し、諮問をした旨を通知しなければならない。 
３ 第１項の規定により諮問をした実施機関は、次に掲げる

者に対し、諮問をした旨を通知しなければならない。 
 

(１) 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第１３条第

４項に規定する参加人をいう。以下この項及び次条第２

号において同じ。） 

(１) 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第１３条第４

項に規定する参加人をいう。以下この項及び次条第２号に

おいて同じ。） 

 

(２) 請求者（請求者が審査請求人又は参加人である場合

を除く。） 
(２) 請求者（請求者が審査請求人又は参加人である場合を

除く。） 
 

(３) 当該審査請求に係る公文書の公開について反対意見

書を提出した第三者（当該第三者が審査請求人又は参加

人である場合を除く。） 

(３) 当該審査請求に係る公文書の公開について反対意見書

を提出した第三者（当該第三者が審査請求人又は参加人で

ある場合を除く。） 

 

４ 第１項の規定による諮問に対する答申があったとき

は、同項に規定する裁決をすべき実施機関は、当該答申

の内容を尊重して、遅滞なく裁決を行わなければならな

い。 

４ 第１項の規定による諮問に対する答申があったときは、

同項に規定する裁決をすべき実施機関は、当該答申の内容

を尊重して、遅滞なく裁決を行わなければならない。 

 

（令５条例４・全改） （令５条例４・全改）  
（第三者からの審査請求を棄却する場合等における手続） （第三者からの審査請求を棄却する場合等における手続）  
第１４条 第７条の４第３項の規定は、次の各号のいずれ

かに該当する裁決をする場合について、準用する。 
第１４条 第７条の４第３項の規定は、次の各号のいずれか

に該当する裁決をする場合について、準用する。 
 

(１) 公開決定に対する第三者からの審査請求を却下し、 (１) 公開決定に対する第三者からの審査請求を却下し、又  
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又は棄却する裁決 は棄却する裁決 
(２) 審査請求に係る公開決定等（公開請求に係る公文書

の全部を公開する旨の決定を除く。）を変更し、当該審

査請求に係る公文書を公開する旨の裁決（第三者である

参加人が当該公文書の公開に反対の意思を表示している

場合に限る。） 

(２) 審査請求に係る公開決定等（公開請求に係る公文書の

全部を公開する旨の決定を除く。）を変更し、当該審査請

求に係る公文書を公開する旨の裁決（第三者である参加人

が当該公文書の公開に反対の意思を表示している場合に限

る。） 

 

（令５条例４・全改） （令５条例４・全改）  
（指定管理者が管理する文書等の提供） （指定管理者が管理する文書等の提供）  

第１４条の２ 実施機関は、指定管理者（地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定す

る指定管理者をいう。以下同じ。）が公の施設（区が設

置するものに限る。）の管理業務を行うために管理して

いる文書等（当該管理業務に従事している者が職務上作

成し、又は取得した文書、図画、写真、フィルム又は電

磁的記録により、指定管理者が管理しているもののうち

実施機関が管理していないものに限る。次項において同

じ。）について、公開請求があったときは、当該指定管

理者に対し、当該文書等の提供を求めるものとする。 

第１４条の２ 実施機関は、指定管理者（地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指

定管理者をいう。以下同じ。）が公の施設（区が設置する

ものに限る。）の管理業務を行うために管理している文書

等（当該管理業務に従事している者が職務上作成し、又は

取得した文書、図画、写真、フィルム又は電磁的記録によ

り、指定管理者が管理しているもののうち実施機関が管理

していないものに限る。次項において同じ。）について、

公開請求があったときは、当該指定管理者に対し、当該文

書等の提供を求めるものとする。 

 

２ 指定管理者は、前項の規定により文書等の提供の求め

があったときは、実施機関に対し、当該文書等を提供す

るものとする。ただし、公開することにより当該指定管

理者に明らかに不利益を与えると認められるものについ

ては、この限りでない。 

２ 指定管理者は、前項の規定により文書等の提供の求めが

あったときは、実施機関に対し、当該文書等を提供するも

のとする。ただし、公開することにより当該指定管理者に

明らかに不利益を与えると認められるものについては、こ

の限りでない。 

 

（出資等法人の情報公開等） （出資等法人の情報公開等）  
第１４条の３ 区が出資その他の財政支出等を行う法人

で、区長が別に定めるもの（以下「出資等法人」とい

う。）は、前章及びこの章の趣旨にのっとり当該出資等

法人の管理する情報の公開を行うため必要な措置を講ず

るよう努めるものとする。 

第１４条の３ 区が出資その他の財政支出等を行う法人で、

区長が別に定めるもの（以下「出資等法人」という。）

は、前章及びこの章の趣旨にのっとり当該出資等法人の管

理する情報の公開を行うため必要な措置を講ずるよう努め

るものとする。 

 

２ 区長は、出資等法人が前項に定める必要な措置を講ず

るよう指導に努めるものとする。 
２ 区長は、出資等法人が前項に定める必要な措置を講ずる

よう指導に努めるものとする。 
 

３ 区長は、出資等法人の情報の公開が円滑に実施される

よう必要な措置を講ずるものとする。 
３ 区長は、出資等法人の情報の公開が円滑に実施されるよ

う必要な措置を講ずるものとする。 
 

第３章 特定歴史的公文書の公開 第３章 特定歴史的公文書の公開  
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（公文書の公開に関する手続の準用） （公文書の公開に関する手続の準用）  
第１５条 特定歴史的公文書の公開については、前章（第

９条、第１０条の３、第１４条の２及び前条を除く。）の

規定を準用する。この場合において、～～読み替え規定～

～と読み替えるものとする。 

第１５条 特定歴史的公文書の公開については、前章（第９

条、第１０条の３、第１４条の２及び前条を除く。）の規定

を準用する。この場合において、～～読み替え規定～～と読

み替えるものとする。 

読み替え規定対照表参照。対照表が固まったら後段の規定

案をつくる。 

（公開請求の取扱い） （公開請求の取扱い） ⑤：９条との整合性（末尾が「公開しなければならな

い」）→９条を修正 
第１５条の２ 区長は、公開請求があった場合は、次に掲

げる場合を除き、当該公開請求に係る特定歴史的公文書

を公開しなければならない。 

第１５条の２ 区長は、公開請求があった場合は、次に掲げ

る場合を除き、当該公開請求に係る特定歴史的公文書を公

開しなければならない。 

 

(１) 当該特定歴史的公文書に公文書等管理条例第８条

第３項各号に掲げる情報又は同条第４項各号に掲げる

情報が含まれている場合 

(１) 当該特定歴史的公文書に公文書等管理条例第８条第

３項各号に掲げる情報又は同条第４項各号に掲げる情報

が含まれている場合 

 

(２) 当該特定歴史的公文書の原本を公開することによ

り当該原本の破損又はその汚損を生ずるおそれがある

場合 

(２) 当該特定歴史的公文書の原本を公開することにより

当該原本の破損又はその汚損を生ずるおそれがある場合 
 

(３) 当該特定歴史的公文書を実施機関が現に使用して

いる場合 
 実施機関から返してもらって公開すればよいため削除。 

２ 区長は、公開請求に係る特定歴史的公文書が前項第１

号に該当するか否かについて判断するに当たっては、当

該特定歴史的公文書が公文書として作成され、又は取得

されてからの時の経過を考慮するとともに、当該特定歴

史的公文書に公文書等管理条例第８条第３項の規定によ

る記録がされ、又は同条第４項の規定による意見が付さ

れている場合は、当該記録又は意見を参酌しなければな

らない。 

２ 区長は、公開請求に係る特定歴史的公文書が前項第１号

に該当するか否かについて判断するに当たっては、当該特

定歴史的公文書が公文書として作成され、又は取得されて

からの時の経過を考慮するとともに、当該特定歴史的公文

書に公文書等管理条例第８条第３項の規定による記録がさ

れ、又は同条第４項の規定による意見が付されている場合

は、当該記録又は当該意見を参酌しなければならない。 

⑤最後の方の「意見」に「当該」は不要か。 
→修正 

 ３ 区長は、特定歴史的公文書であって、公文書等管理条例

第８条第３項第４号ウに該当するものとして同条第４項の

規定により意見を付されたものについて公開決定をする場

合には、あらかじめ、当該特定歴史的公文書を移管した実

施機関に対し、利用請求に係る特定歴史的公文書の名称そ

の他区長が別に定める事項を書面により通知して、意見書

を提出する機会を与えなければならない。 

⑤：「公共の安全」に関わるような情報がある場合、移管

元実施機関の意見をきくという規定を設けなくてよいか。

特定歴史的公文書は、区長が公開／非公開を判断するた

め、移管元の意見を聞いた方がいいのではないか。 
→追加 

（本人情報の取扱い） （本人情報の取扱い）  
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第１５条の３ 区長は、前条第１項第１号の規定にかかわ

らず、公文書等管理条例第８条第３項第２号に掲げる情

報により識別される特定の個人（以下この条において

「本人」という。）から、当該情報が記録されている特

定歴史的公文書について公開請求があった場合におい

て、区長が別に定めるところにより本人であることを示

す書類の掲示又は提出があったときは、本人の生命、健

康、生活又は財産を害するおそれがある情報が記録され

ている場合を除き、当該特定歴史的公文書につき同号に

掲げる情報が記録されている部分についても、公開しな

ければならない。 

第１５条の３ 区長は、前条第１項第１号の規定にかかわら

ず、公文書等管理条例第８条第３項第２号に掲げる情報に

より識別される特定の個人（以下この条において「本人」

という。）から、当該情報が記録されている特定歴史的公

文書について公開請求があった場合において、区長が別に

定めるところにより本人であることを示す書類の提示又は

提出があったときは、本人の生命、健康、生活又は財産を

害するおそれがある情報が記録されている場合を除き、当

該特定歴史的公文書につき同号に掲げる情報が記録されて

いる部分についても、公開しなければならない。 

⑤：「掲示」は「提示」の誤植ではないか。 
→修正 

（移管元実施機関による公開の特例） （移管元実施機関による公開の特例）  
第１５条の４ 特定歴史的公文書を移管した実施機関（区

長を除く。）が区長に対して当該実施機関の所掌事務を

遂行するために必要であるとして当該特定歴史的公文書

について公開請求をした場合には、第１５条の２第１項

第１号の規定は、適用しない。 

第１５条の４ 特定歴史的公文書を移管した実施機関（区長

を除く。）が区長に対して当該実施機関の所掌事務を遂行

するために必要であるとして当該特定歴史的公文書につい

て公開請求をした場合には、第１５条の２第１項第１号の

規定は、適用しない。 

 

第４章 雑則 第４章 雑則  
（他の制度等との調整） （他の制度等との調整）  

第１６条 この条例は、他の法令の規定により公文書等の

閲覧若しくは縦覧又は謄本、抄本その他の写しの交付に

係る手続が定められている場合については、適用しな

い。 

第１６条 この条例は、他の法令の規定により公文書等の閲

覧若しくは縦覧又は謄本、抄本その他の写しの交付に係る

手続が定められている場合については、適用しない。 

 

２ この条例は、実施機関が区民の利用に供することを目

的として管理している図書、図画等については、適用し

ない。 

２ この条例は、実施機関が区民の利用に供することを目的

として管理している図書、図画等については、適用しな

い。 

 

（情報提供） （情報提供）  
第１７条 実施機関は、この条例による公文書等の公開を

行うほか、情報提供施策の拡充を図り、区政に関する情

報を積極的に提供するように努めなければならない。 

第１７条 実施機関は、この条例による公文書等の公開を行

うほか、情報提供施策の拡充を図り、区政に関する情報を

積極的に提供するように努めなければならない。 

 
 

（公文書等の検索資料の作成等） （公文書等の検索資料の作成等）  
第１８条 実施機関は、公文書等の検索に必要な資料を作

成し、一般の利用に供するものとする。 
第１８条 実施機関は、公開請求（第６条第１項に規定する

公開請求をいう。以下この項において同じ。）をしようと

する者が容易かつ的確に公開請求をすることができるよ

⑤：情報公開法22条を参考に公文書管理等条例との関連を盛

り込み、かつ、それに含まれないある種一般の情報の提供

についても定める、という規定ぶりに見直すとよいのでは
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う、公文書等管理条例第７条第２項に規定するもののほ

か、当該実施機関が保有する公文書の特定に資する情報の

提供その他公開請求をしようとする者の利便を考慮した適

切な措置を講ずるものとする。 
 

ないか。 
→修正。１項が現用文書について、２項が非現用文書につい

て。 
●情報公開法22条 
（開示請求をしようとする者に対する情報の提供等） 
第二十二条行政機関の長は、開示請求をしようとする者が容

易かつ的確に開示請求をすることができるよう、公文書等

の管理に関する法律第七条第二項に規定するもののほか、

当該行政機関が保有する行政文書の特定に資する情報の提

供その他開示請求をしようとする者の利便を考慮した適切

な措置を講ずるものとする。 
２総務大臣は、この法律の円滑な運用を確保するため、開示

請求に関する総合的な案内所を整備するものとする。 
 ２ 区長は、公開請求（第１５条において読み替えて準用す

る第６条第１項に規定する公開請求をいう。以下この項に

おいて同じ。）をしようとする者が容易かつ的確に公開請

求をすることができるよう、公文書等管理条例第１２条第

４項に規定するもののほか、区長が保有する特定歴史的公

文書の特定に資する情報の提供その他公開請求をしようと

する者の利便を考慮した適切な措置を講ずるものとする。 

 

（実施状況の公表） （実施状況の公表）  
第１９条 区長は、毎年１回、この条例による情報公開制

度の実施状況について公表するものとする。 
第１９条 区長は、毎年１回、この条例による情報公開制度

の実施状況について公表するものとする。 
 

（令５条例４・一部改正） （令５条例４・一部改正）  
   

第２０条及び第２１条 削除 第２０条及び第２１条 削除  
   

   
   

   
   
   

（平１３条例１２・追加、平２０条例３８・旧第

１９条の２繰下・一部改正） 
（平１３条例１２・追加、平２０条例３８・旧第１

９条の２繰下・一部改正） 
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（委任） （委任）  
第２２条 この条例の施行に関し必要な事項は、実施機関

が別に定める。 
第２２条 この条例の施行に関し必要な事項は、実施機関が

別に定める。 
 

（平２０条例３８・旧第２０条繰下） （平２０条例３８・旧第２０条繰下）  
付 則 付 則  

（施行期日等） （施行期日等）  
１ この条例は、平成５年１月１日から施行する。ただ

し、第１５条の規定は、公布の日から施行する。 
１ この条例は、平成５年１月１日から施行する。ただし、

第１５条の規定は、公布の日から施行する。 
 

２ この条例は、平成５年１月１日以後に事案決定手続又

はこれに準ずる手続が終了した情報について適用し、同

日前に事案決定手続又はこれに準ずる手続が終了した情

報であって、実施機関において定めた保存年限が長期で

あるものについては、整理の完了したものから適用す

る。 

２ この条例は、平成５年１月１日以後に事案決定手続又は

これに準ずる手続が終了した情報について適用し、同日前

に事案決定手続又はこれに準ずる手続が終了した情報であ

って、実施機関において定めた保存年限が長期であるもの

については、整理の完了したものから適用する。 

 

（適用） （適用）  
３ 第１４条の２の規定は、指定管理者であったものに係

る同条第１項に規定する請求があった場合は、当該指定

管理者であったものを指定管理者とみなして適用する。 

３ 第１４条の２の規定は、指定管理者であったものに係る

同条第１項に規定する請求があった場合は、当該指定管理

者であったものを指定管理者とみなして適用する。 

 

付 則（中間省略） 付 則（中間省略）  
付 則 付 則  

（施行期日） （施行期日）  
１ この条例は、令和 年 月 日から施行する。 １ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 改正条例の施行日は公文書等管理条例に合わせる。 

（葛飾区行政不服審査会条例の一部改正） （葛飾区行政不服審査会条例の一部改正）  
２  ２ 葛飾区行政不服審査会条例（令和５年葛飾区条例第１

号）の一部を次のように改正する。 
 

   
   
   
   

 

 


